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任期制・年俸制の概要について         資料３ 
 

１ 任 期 制 
（１）制度の概要 

① 任期制とは，教職員を３年又は５年程度の任期付きで採用する制度のことで，多様な人材を確保

し，人材の流動化を促進することで大学の教育研究の活性化を図ることを目的とした制度 

② 任期制を導入する根拠として，「大学教員等の任期に関する法律」や「労働基準法」，「労働契

約法」等がある。 

◆ 大学教員等の任期に関する法律の概要 

１ 対象 

国公私立大学の教員（教授，准教授，助教，講師及び助手）（2条） 

２ 任期付任用ができる場合（4条1項，5条1項） 

流動型 多様な人材の確保が必要な教育研究組織の職に就けるとき 

研究助手型 助教の職に就けるとき 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ対応型 特定の計画に基づき期間を定めて教育研究を行う職に就けるとき 

３ 任用手続 

労働契約で任期を定めようとする場合は，規則を定めておかなければならない（5条2項） 

４ 退職 

１年を経過すれば退職は自由（5条5項） 

◆ 労働基準法の概要 

１ 有期労働契約の上限（14条1項） 

○ 原則，３年（次に該当する場合は，５年） 

・専門的な知識，技術または経験であって，専門的知識等を必要とする業務に就く場合 

・満６０歳以上の者が労働契約を締結する場合 

○ 一定の事業の完了に必要な期間 

２ 退職（137条） 

１年を経過すれば退職は自由（ただし，契約の上限が５年となるものを除く。） 

◆ 労働契約法の概要 

１ 労働契約の原則（3条） 

  労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて締結し，又は変更すべき 

２ 労働契約の内容の理解の促進（4条2項） 

  労働契約の内容については，できる限り書面により確認するものとする 

３ 労働契約の成立 

○ 労働者が使用者に使用されて労働し，使用者がこれに対して賃金を支払うことを労使で

合意することにより成立する（6条） 

○ 合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知させていた場合の労働契約

の内容は，就業規則で定める労働条件とする（7条） 

４ 労働契約の内容の変更（8条） 

  労働条件を変更する場合は，使用者と労働者との合意によるのが原則 

５ 就業規則による労働契約の内容の変更 

  ○ 原則として，使用者は労働者との合意なく，労働者の不利益に労働条件を変更すること

はできない（9条） （ただし，次の場合を除く） 

  ○ 変更後の就業規則を労働者に周知させ，就業規則の変更が合理的な場合は，契約内容で

ある労働条件は，変更後の就業規則による（10条） 

  ○ 就業規則の変更によっては変更されないと合意していた部分については，就業規則を下

回る内容を除き，労使当事者の合意が優先する（10条ただし書き） 
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◆ 地方独立行政法人法案に対する付帯決議 

１ 衆議院総務委員会 

二 地方独立行政法人化に当たっては，雇用問題，労働条件について配慮して対応するとと

もに，関係職員団体又は関係労働組合と十分な意思疎通を行うこと。 

２ 参議院総務委員会 

二 地方独立行政法人への移行等に際しては，雇用問題，労働条件について配慮し，関係職

員団体又は関係労働組合と十分な意思疎通が行われるよう，必要な助言等を行うこと。 

（２）メリット・デメリット 

メリット デメリット 

経営者 労働者 経営者 労働者 

・組織の人的交流の促

進による組織の停

滞性を阻止 

・多彩な教員組織化に

よる同僚教員への

刺激 

・多様な経験を通じた

教育研究の可能性

拡大 

・環境の変化などによ

る研究の活性化 

・優秀な人材の確保定

着が困難 

・任期制による教員の

責任感の稀薄制 

・長期的な研究に支障 

・身分不安定による日

常生活の不利益 

・ケースによっては非

任期付教員との給

与格差が発生 

（３）先行事例 

大学名 対  象 任  期 備  考 

青森県立保健大学 全教員 ５年，再任可  

岩 手 県 立 大 学 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当教員 

主事，秘書，図書専門員，

就職支援専門員 

１～３年，再任可（最長５年） 

１年，再任可（３年以内） 

 

秋 田 県 立 大 学 全教職員（法人化時点で

満60歳に達している教員

及び県派遣職員を除く） 

５年以内（助手,事務職員は３年以内） 

再任可（助教は在職10年以内で

１～３回，助手は１回） 

 

国 際 教 養 大 学 全教職員 ３年以内，再任可 全員同意済 

首 都 大 学 東 京 全教員（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型，ｽﾃｯ

ﾌﾟｱｯﾌﾟ型，助教型） 

５年，ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型以外は再任可

（教授以外は再任回数（年数）

制限有） 

未導入者は昇

給なし（H22

まで経過措置

有） 

福 井 県 立 大 学 地域経済研究所教員 ５年，再任可  

滋 賀 県 立 大 学 地域産学連携ｾﾝﾀｰ教員 

工学部ｶﾞﾗｽ工学研究ｾﾝﾀｰ教員 

近江環人地域再生学座教員 

５年，再任可（１回） 

３年，再任可 

H23.3.31まで，再任不可 

 

奈良県立医科大学 全教員 ６年，再任可  

岡 山 県 立 大 学 全教員（法人化前と同一

職位の教員を除く） 

10年（助手のみ５年） 

再任可（５年，助手のみ１回） 

 

福 岡 県 立 大 学 全教員 ５年，再任可  

長 崎 県 立 大 学 全教員 ５年，再任可 退職手当に若

干の優遇有 

熊 本 県 立 大 学 総合管理学部の助手 

文学部，環境共生学部及

び総合管理学部の助教 

５年，再任可（１回）  

（４）宮城大学の現状 

① 対 象  食産業学部の講師，助教（農業短期大学からの移行教員は，対象外） 

・H17. 4～H21. 3 (6名)， H18.10～H22. 9 (1名)， H19.12～H23.11 (1名) 

② 任期等  任期４年，再任可 

③ 規 程  宮城大学教員の任期に関する規程（平成１７年４月１日施行） 
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２ 年 俸 制 
（１）制度の概要 

① 「年俸制」という概念は法律上明確に定義されているわけではなく，一般的に使用者と労働者が

年単位で賃金の額を定める場合が年俸制と呼ばれている。 

② 現在，盛んに導入されている年俸制には，単に賃金額を年単位で決定するというだけでなく，年

俸額が前年度の業績の評価などに基づき決定されるという特徴的な性格がある。 

③ 年俸制は，いわゆる成果主義的賃金制度といえるが，業績だけでなく「期待度」なども更改基準

とするなど，従来型の賃金制度（年功序列型）との連続性を残す場合が多い。 

④ 賃金の額，計算方法は，基本的には当事者間で自由に決められるが，労働基準法の規制が適用さ

れる。 

 

◆ 運用の流れ 

年俸制は通常，目標管理制度とリンクしており，労働者と上司との話し合いで目標を設定し，年

度末にその達成度を相互に評価し，合意の上で年俸額を決定するプロセスをたどる。 

（次のサイクルへ） 

 

 

 

（導入期）     （期 初）     （期 中）     （期 末） 

 

 

 

◆ 年俸の構成 

年俸制の実態は多様であるが，基本給，職務給，諸手当で構成したものを基本年棒とし，それに

業績年俸を加えて年俸としているケースが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 労働基準法の適用 

年俸制は法律上の特別の賃金形態ではないため，労働時間や賃金に関する労働基準法上の規制が

適用される。 

 

 

 

 

 

 

初任年俸 

の 設 定 

業務目標 

の 設 定 

業 務 の 

遂 行 

目標達成 

度の評価 

年俸額の 

決 定 

年 俸 

基本年俸 

業績年俸 

基 本 給 

職 務 給 

諸 手 当 

① 年俸の決定方法，計算方法，支払い方法等の事項を就業規則で決め，労働基準監督署に届け

なければならない。（労基法第８９条） 

② 労働者の生活確保のために，業績いかんに問わず支給される一定の保障額を決める必要があ

る。（労基法第２７条） 

③ 法定労働時間を超えた労働等に対しては，割増賃金の支払義務がある。（労基法第３７条) 

④ 使用者は年俸を毎月分割して支払わなければならない。（労基法第２４条） 



    

- 4 - 

 

（２）メリット・デメリット 

メリット デメリット 

経営者 労働者 経営者 労働者 

・社員の意識改革 

・組織の活性化 

・優秀な人材の確保 

・業績目標の達成 

・能力主義，成果主義

賃金の実現 

・賃金に対する納得感 

・目標の明確化 

・労働意欲の向上 

・会社への忠誠心，帰

属意識の低下 

・減俸によるﾓﾗﾙ低下 

・短期的な業績重視型

社員の増加 

・中長期的経営推進の

阻害 

・収入の不安定さ 

・目標達成のﾌﾟﾚｯｼｬｰ 

・賃金に対する不満感 

・労働意欲の減退 

 

 

（３）先行事例 

大学名 適用範囲 年俸構成 備  考 

岩手県立大学 プロジェクト担当教員 

就職支援専門員 

基本年俸のみ（期末手当分を含む）  

秋田県立大学 全教職員（県からの派遣

職員を除く） 

業績年俸のみ（助教授，助手，事務職員

のうち，スタッフの職にある者は，年額

１０万円を上限に昇給可） 

 

国際教養大学 全教職員 業績年俸のみ（±２０％の範囲内で増減

有り） 

 

首都大学東京 常勤教員 

管理職員（一部） 

基本給，職務給，業績給  

福岡県立大学 任期制同意者 基本年俸，業績年俸  

 

 


